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第 20 回アジア競技大会（2026/愛知･名古屋） 

自転車ロードレース交通規制・人員配置計画等策定業務委託仕様書 

 

１ 業務名 

 第 20 回アジア競技大会（2026/愛知･名古屋）自転車ロードレース交通規制・人員配置計画等策

定業務委託 

 

２ 目的 

 第 20 回アジア競技大会（以下「本大会」という。）の自転車ロードレース競技会場は、「新城市内

発着コース」を仮決定している。 

 本業務は、新城市内発着コースでの競技実施に向け、競技運営に必要な要件を満たすとともに、競

技を安全かつ円滑に実施するために必要となる交通規制及び人員配置計画等を作成するものである。 

 

３ 業務内容 

本事業の目的を十分理解した上で、発注者から別途提供する交通規制計画素案（PDF データ）に基

づき、次のとおり交通規制及び人員配置計画等を作成すること。 

なお、作成に当たっては、競技団体の定める競技規則を遵守するとともに、競技の安全性や、アジ

ア競技大会、アジア競技連盟主催大会を始めとする近年の類似大会の状況等を踏まえること。 

（１）交通規制計画作成 

  地域への影響を最大限考慮し、また競技実施状況（競技日程、参加者数、競技結果等）を踏まえ、

個人ロードレース及び個人タイムトライアルの各種目実施時の交通規制にかかる計画を作成する

こと。内容には、規制範囲、規制時間及び方法、迂回路、主要な規制影響範囲及びその対策、歩行

者横断ポイント運用を含むこと。 

提案にあたっては、警察署管轄単位、道路・施設管理者単位、制限ブロック単位など渉外調整を

効率的に実施できることを想定したものとすること。 

なお、イベント当日の交通規制中の通行可能な一般車両動線や歩行者等の横断運用、緊急車両

への対応等も含めること。 

（２）人員配置及び資機材配置計画作成 

個人ロードレース及び個人タイムトライアルの各種目実施時の交通規制にかかる、コース上及

びコース周辺の人員配置、資機材、設営（設置・撤去）方法及び設定時間などの計画を作成する。

人員については、警備員、スタッフ（ボランティア含む）、競技役員の必要人数及びその配置計画

図等を記載すること。資機材については、設営体制や概算数量、場所、資機材配置図等を記載する

こと。 

なお、提案にあたっては、交通規制時間が最小限となるようにすること。また、警察からの指導

を想定し、 選手や観客等の事故・トラブルが予見される注意すべき区間や箇所へは重点的に対策

を講じるなど、 メリハリある計画とすること。 

（３）主要箇所交通量調査 

  コース及び迂回路周辺の主要箇所において、契約後速やかに１回（土曜日又は日曜日）及び９月

の連休に 1回の計２回、交通量調査を行い（各６地点程度１日、最大８時間）、結果をまとめると
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ともに、交通規制時における交差点への影響を分析すること。 

（４）フィードゾーン＆リッターゾーン設営及び運営計画 

フィードゾーン＆リッターゾーンの設営箇所選定等の設営計画及び運営計画を作成すること。 

（５）基本車列編成及び運用計画 

  レースを安全・確実かつ円滑に実施するため、車列の基本編成及び運用計画等を作成すること。 

 

４ 業務実施計画・体制 

（１）業務計画書の作成・提出 

本業務の実施にあたり、業務工程や業務実施体制等を示す業務計画書を作成し、契約後速やか

に提出すること。 

（２）連絡体制 

トラブル等が発生した場合は、速やかに発注者と連絡を取れる体制を整えること。また、受注者

の責任において適切に対応するものとする。 

（３）業務計画書の変更 

受注者は、業務計画書の内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえ、その都度監督員に変更

業務計画書を提出しなければならない。なお、業務実施体制については、原則として、変更を認め

ないこととする。 

 

５ 打合せの実施 

受注者は、統括責任者及び発注者との連絡担当者をあらかじめ定めたうえ、発注者と打合せ（月に

１回程度）の機会を設け、事業全体の進捗管理等を行うこと。なお、別表のとおり定期的に事業報告

書を提出すること。 

また、発注者が行う競技連盟、地元自治体、愛知県警察及び道路管理者等との打合せ（月に２回程

度）に参加し、発注者と協議の上、必要に応じてその結果を成果物に反映させること。なお、競技連

盟、地元自治体、愛知県警察及び道路管理者等からの個別の問い合わせが想定されるが、その対応は

打合せには含まないものとする。 

上述の打合せについて、受注者が希望し、発注者が認める場合は、一部又は全ての参加者がオンラ

イン形式で参加できるものとする。 

上述の打合せにおいて、受注者は打合せの議事録を作成し、作成した議事録は成果物とともに納

品すること。 

打合せの回数は上述の限りではなく、必要に応じて随時、行うものとする。 

打合せに係る競技連盟への謝金及び交通費は、本委託費には含まないものとする。 

 

〈別表：事業報告について〉 

報告時期 報告内容 

2024 年３月まで １回目の主要箇所交通量調査の結果 

2024 年６月まで 
フィードゾーン＆リッターゾーン設営及び運営計画、基本車

列編成及び運用計画の素案の提出 

2024 年 10 月までの間に最低１回 交通規制計画、人員配置及び資機材配置計画の素案の提出 
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６ 成果物の提出 

本業務の成果物は、以下の通りに納品するものとする。 

なお、納品の際に、併せて発注者に対して内容を説明すること。 

（１）成果物及び納期 

３の成果物を下記のア、イの形式で納品すること。 

 ア 紙媒体（Ａ４（折り込んだＡ３の図表等を含む）） ４部 

 イ 電子データ（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）一式 ４セット 

（２）規格等 

電子データについては、MS-Word 形式、MS-Excel 形式、MS-PowerPoint 形式及び PDF 形式とす

る。図面データはＣＡＤデータとするなど、そのファイル形式は発注者と協議のうえ決定するこ

と。 

なお、電子データは、電子媒体（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）で提出することとし、その作成方

法については、愛知県が定める「愛知県電子納品運用ガイドライン」を準用することとする。同

ガイドラインに定めのない事項については、発注者と協議の上で決定するものとする。 

（３）納期 

2024 年 12 月 27 日（金） 

（４）納品場所 

名古屋市中区三の丸三丁目２番１号（愛知県東大手庁舎１階） 

公益財団法人愛知・名古屋アジア・アジアパラ競技大会組織委員会 競技会場第二課 

（５）成果物に係る著作権の譲渡 

受注者は、著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）第２条第１項第１号に規定する著作物（以下「著

作物」という。）に該当する場合には、当該著作物に係る受注者の著作権（著作権法第 27 条及び第

28 条に定める権利を含む。）を当該著作物の引渡し時に発注者に無償で譲渡すること。 

（６）成果物の公表、変更 

発注者は、成果物を自由に公表し、又は変更することができるものとすること。 

 

７ 留意事項 

（１）業務の前提 

・本業務の実施に当たり疑義が生じた場合、受注者は発注者の指示を仰ぎ、その指示に従うものと

する。 

・発注者は、受注者から求めがあった場合には、本業務の遂行に必要となる情報を受注者に提供す

るものとする。但し、発注者が対応可能な範囲に限る。 

（２）守秘義務 

・受注者は、本業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

・受注者は、本業務の結果（業務処理の過程において得られた記録等を含む。）を他人に閲覧させ、

複写させ、又は譲渡してはならない。ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を得たときは

この限りではない。 

・受注者は、本業務に関して発注者から貸与された情報その他知り得た情報を業務計画書に記載

される者以外には秘密とし、また、本業務の遂行以外の目的に使用してはならない。 
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・受注者は、本業務に関して発注者から貸与された情報、その他知り得た情報を本業務の終了後に

おいても他者に漏らしてはならない。 

・取り扱う情報は、本業務のみに使用し、他の目的には使用しないこと。また、発注者の許可なく

複製しないこと。 

・受注者は、本業務完了時に、発注者への返却若しくは消去又は破棄を確実に行うこと。 

・受注者は、本業務の遂行において貸与された発注者の情報の外部への漏洩若しくは目的外利用

が認められ又そのおそれがある場合には、これを速やかに発注者に報告するものとする。 

（３）個人情報の取り扱い 

・受注者は、本業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならない。この契約が終

了し、又は解除された後においても、同様とする。 

・受注者は、本業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においても本業務に関して知る

ことのできた個人情報を他人に漏らし、又は不当な目的に使用してはならないこと等の個人情

報の保護に必要な事項を周知するものとする。 

・受注者は、第三者に業務の一部を委託するときは、この契約により受注者が負う個人情報の取扱

いに関する義務を再委託先にも遵守させなければならない。 

・受注者は、本業務を処理するために個人情報が記録された資料等を取り扱うに当たっては、その

作業場所及び保管場所をあらかじめ特定し、発注者の承認なしにこれらの場所以外に持ち出し

てはならない。 

・受注者は、取得個人情報等の漏洩、減失又はき損等の事案発生又は発生のおそれがあることを知

ったときは速やかに発注者に報告し、適切な措置を講じなければならない。 

・受注者は、取得個人情報等の管理に関する責任者を特定するなど管理体制を定めなければなら

ない。また発注者は、受注者における取得個人情報等の管理状況について随時、受注者に対して

取得個人情報等の取り扱いについて報告を求め、又は調査することができるものとする。受注

者は、本業務の遂行に当たり知り得た情報を、発注者の事前の許可なく他者に漏らしてはなら

ない。本契約の終了後も同様とする。 

（４）再委託 

・受注者は、本業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を再委託してはなら

ない。 

・受注者は、再委託金額が契約金額の２分の１を超えておらず、かつ、50 万円を超えていない場

合は、発注者の承諾を得なくともよいものとする。 

・受注者は、前項に規定する業務以外を再委託する場合は、事前に書面にて報告し、発注者の承諾

を得なければならない。 

・受注者は、愛知県、名古屋市又は各省庁から指名停止期間中の第三者に業務を再委託してはなら

ない。 

・受注者は、協力者に対して、業務の実施について適切な指導及び管理を行わなければならない。 

（５）仕様書の変更 

・発注者は、本業務を履行するために必要であり、かつ、やむを得ないと認めるときは、受注者と

協議の上、仕様書の内容を変更することができる。この変更によって、委託業務の一部が削除さ

れた場合、発注者は契約金額を変更することができる。この場合において、契約金額の減少によ
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る受注者の契約解除権は発生しない。 

（６）妨害又は不当要求に対する届出義務 

・受注者は、契約の履行にあたって、暴力団又は暴力団員等からの妨害（不法な行為等で、業務履

行の障害となるものをいう。）又は不当要求（金銭の給付等一定の行為を請求する権利若しくは

正当な利益がないにもかかわらずこれを要求し、又はその要求の方法、態様若しくは程度が社

会的に正当なものと認められないものをいう。）を受けた場合は、速やかに発注者へ報告し、警

察へ被害届を提出しなければならない。 

・受注者が、前項に規定する妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、報告又は被害届の提出を

行わなかった場合は、契約の相手方としない措置を講じることがある。 

（７）監督員 

・発注者は、監督員を定め、受注者に通知するものとする。 

・監督員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場合

は、口頭による指示等を行うことができるものとする。 

・監督員は、口頭による指示等を行った場合は、７日以内に書面により受注者にその内容を通知す

るものとする。 

（８）統括責任者 

・受注者は本業務の開始から終了までの間、本業務を統括する責任者を１名配置し、事業実施方法

や進捗状況の確認等、事業の円滑な実施のために、定期的に委託者と連絡調整を行うこと。 

（９）関連する法令、条例等の遵守 

・受注者は、本業務の実施に当たっては、関連する法令、条例等を遵守しなければならない。 

（10）履行期間の変更 

・受注者は、履行期間の延長変更を請求する場合は、延長理由、延長日数の算定根拠、修正した業

務工程表、その他必要な資料を発注者に提出しなければならない。 

・受注者は、履行期間を変更した場合は、速やかに修正した業務工程表を提出しなければならな

い。 

（11）不良個所の訂正等 

・受注者は、発注者が受注者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見した場合は、速やかに訂

正、補足その他の措置をしなければならない。 

・受注者は、検査に合格しなかった場合は、直ちに訂正、補足その他の措置をしなければならな

い。なお、期限及び再検査については、発注者の指示に従うものとする。 

（12）検査 

・受注者は、本業務が完了したときは、検査を受けなければならない。 

・受注者は、検査を受ける場合は、あらかじめ成果物並びに検査に必要な資料を整備し、監督員に

提出しておかなければならない。 

・検査員は、原則監督員及び統括責任者の立会のうえ、本仕様書に基づき成果物の検査を行うもの

とする。 

（13）引き渡し前における成果物の使用 

・受注者は、成果物の全部又は一部の使用を承諾した場合は、使用同意書を発注者に提出するもの

とする。 
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（14）その他 

・この仕様書に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者が協議して決めるもの

とする。 

 

８ 権利処理 

（１）受注者は、発注者及び第三者に対し、本業務で作成する成果物に関する著作者人格権（公表

権、同一性保持権、氏名表示権）を一切行使せず、また第三者がかかる権利を行使しないよう受

注者の責任と負担の下で権利処理を行うものとする。 

（２）本業務の成果物に使用される文芸、美術等一切の著作権、第三者の肖像権、プライバシー権そ

の他の一切の権利及び本業務に関与するすべての者に関する権利の処理は、すべて受注者の責

任と負担で行い、本業務の成果物の著作権が何ら問題を生ずることなく完全な状態で発注者に

帰属するよう措置するものとする。 

（３）関係者その他第三者から異議、苦情の申し立て、実費又は対価の請求、損害賠償請求等があっ

た場合は、弁護士費用も含め、受注者の責任と負担においてこれを処理するものとする。 


